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介護の際に虐待を受けた，無断で財産を処分されたなどの事案が発生
しています。豊かな知識と経験を基にこれからも社会に貢献したい，
地域の人たちと交流し，趣味を楽しみたい…。高齢者が生き生きと暮
らせる社会の実現を目指して，高齢者についての理解を深め，高齢者
を大切にする心を育てる必要があります。
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　我が国では，平均寿命の大幅な伸びや少子化等を背景として，人口の4人に１
人が65歳以上の高齢者となっています。こうした状況の中，高齢者に対する就
職差別，介護施設等における身体的・心理的虐待，あるいは高齢者の家族等によ
る無断の財産処分（経済的虐待）等といった高齢者に対する人権侵害が大きな社
会問題となっています。
　平成4年（1992年）10月の国連総会において，平成11年（1999年）を
「国際高齢者年」とする決議がされました。我が国でも，平成10年７月，「国
際高齢者年」における取組の基本的考え方について，関係省庁の申合せがされた
ほか，この間，平成７年12月には，「高齢社会対策基本法」が施行され，翌年７
月，同法を受けて「高齢社会対策大綱」が作られました（平成30年2月に見直
し）。また，高齢者の尊厳の保持にとって高齢者虐待を防止することが重要であ
ることから，平成18年４月には，「高齢者虐待の防止，高齢者の養護者に対する
支援等に関する法律」が施行されました。
　法務省の人権擁護機関では，高齢者施設等の社会福祉施設において，施設の協
力を得て，臨時に特設の人権相談所を開設して入所者等からの相談に応じてお
り，普段，法務局に出向くことが困難な入所者やその家族も，施設内で気軽に相
談できるような配慮を行っています。また，介護サー
ビス施設・事業所に所属する訪問介護員（ホームヘル
パー等）等，高齢者と身近に接する機会の多い社会福
祉事業従事者等に対して，人権相談活動について周

知・説明し，人権侵害事案を認知し
た場合の情報提供を呼び掛けるなど
連携を図っています。このように，
法務省の人権擁護機関では，高齢者
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●内閣府「人権擁護に関する世論調査」 （平成29年10月調査）から
高齢者に関し, 現在, どのような人権問題が起きていると思いますか?

複数回答（％）

※②は①の外数

悪徳商法，特殊詐欺の被害が多いこと【55.0％】

経済的に自立が困難なこと【37.8％】

働く能力を発揮する機会が少ないこと【32.7％】

家庭内での看護や介護において嫌がらせや虐待を受けること【29.5％】

病院での看護や養護施設において劣悪な処遇や虐待を受けること【38.7％】

高齢者が邪魔者扱いされ , つまはじきにされること【29.2％】

アパート等への入居を拒否されること【19.2％】

高齢者の意見や行動が尊重されないこと【18.0％】

差別的な言動をされること【13.3％】

特にない・わからない【8.0％】

■高齢者に関する人権侵犯事件の新規救済手続開始件数
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②
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　 者に対す
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　 犯
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や身近に高齢者と接する人たちからの人権相談への対応を充実させながら，高齢
者の人権に関する啓発活動や高齢者に対する人権侵害事案の調査救済活動に取り
組んでいます。



The Protection of Human Rights　11

介護の際に虐待を受けた，無断で財産を処分されたなどの事案が発生
しています。豊かな知識と経験を基にこれからも社会に貢献したい，
地域の人たちと交流し，趣味を楽しみたい…。高齢者が生き生きと暮
らせる社会の実現を目指して，高齢者についての理解を深め，高齢者
を大切にする心を育てる必要があります。

高齢者❸ １

２

３

４

　我が国では，平均寿命の大幅な伸びや少子化等を背景として，人口の4人に１
人が65歳以上の高齢者となっています。こうした状況の中，高齢者に対する就
職差別，介護施設等における身体的・心理的虐待，あるいは高齢者の家族等によ
る無断の財産処分（経済的虐待）等といった高齢者に対する人権侵害が大きな社
会問題となっています。
　平成4年（1992年）10月の国連総会において，平成11年（1999年）を
「国際高齢者年」とする決議がされました。我が国でも，平成10年７月，「国
際高齢者年」における取組の基本的考え方について，関係省庁の申合せがされた
ほか，この間，平成７年12月には，「高齢社会対策基本法」が施行され，翌年７
月，同法を受けて「高齢社会対策大綱」が作られました（平成30年2月に見直
し）。また，高齢者の尊厳の保持にとって高齢者虐待を防止することが重要であ
ることから，平成18年４月には，「高齢者虐待の防止，高齢者の養護者に対する
支援等に関する法律」が施行されました。
　法務省の人権擁護機関では，高齢者施設等の社会福祉施設において，施設の協
力を得て，臨時に特設の人権相談所を開設して入所者等からの相談に応じてお
り，普段，法務局に出向くことが困難な入所者やその家族も，施設内で気軽に相
談できるような配慮を行っています。また，介護サー
ビス施設・事業所に所属する訪問介護員（ホームヘル
パー等）等，高齢者と身近に接する機会の多い社会福
祉事業従事者等に対して，人権相談活動について周

知・説明し，人権侵害事案を認知し
た場合の情報提供を呼び掛けるなど
連携を図っています。このように，
法務省の人権擁護機関では，高齢者

0 10 20 30 40 50 60

●内閣府「人権擁護に関する世論調査」 （平成29年10月調査）から
高齢者に関し, 現在, どのような人権問題が起きていると思いますか?

複数回答（％）

※②は①の外数

悪徳商法，特殊詐欺の被害が多いこと【55.0％】

経済的に自立が困難なこと【37.8％】

働く能力を発揮する機会が少ないこと【32.7％】

家庭内での看護や介護において嫌がらせや虐待を受けること【29.5％】

病院での看護や養護施設において劣悪な処遇や虐待を受けること【38.7％】

高齢者が邪魔者扱いされ , つまはじきにされること【29.2％】

アパート等への入居を拒否されること【19.2％】

高齢者の意見や行動が尊重されないこと【18.0％】

差別的な言動をされること【13.3％】

特にない・わからない【8.0％】

■高齢者に関する人権侵犯事件の新規救済手続開始件数

①
■ 高齢者に
　 対する暴
　 行・虐待

②
■ 社会福祉
　 施設にお
　 ける高齢
　 者に対す
　 る人権侵
　 犯

25 26 27 28 29年（平成）

488

81

454

77

363

40

440

82

437

57
100

200

300

400

500

0

件
数

啓発冊子
「ともに生きる時代へ」

や身近に高齢者と接する人たちからの人権相談への対応を充実させながら，高齢
者の人権に関する啓発活動や高齢者に対する人権侵害事案の調査救済活動に取り
組んでいます。


